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 ● 熱中症予防管理者について 

熱中症予防管理者とは、熱中症対策が必要な職場において、衛生管理者や

安全衛生推進者等以外の者で、教育研修を受けた者や、熱中症に関して十分

な知識を有する者の中から「熱中症予防管理者」として選任され、熱中症対

策を具体的に推進する管理者です。 
熱中症予防管理者の業務は、衛生管理者や安全衛生推進者等が本来行う労

災防止活動であることから、熱中症予防管理者の教育は、衛生管理者や安全

衛生推進者等に対しても有効です。 
職務内容 

❶暑さ指数（WBGT）値の測定及び低減対策の実施状況の確認 
❷各労働者の熱への順化状況（暑熱順化等）を確認 
❸朝礼時等作業開始前に労働者の体調を確認 
➍暑さ指数（WBGT）値の測定結果に応じて、作業の中止又は中断の判断 
➎職場の巡視を行い、労働者の水分補給及び塩分の摂取状況を確認 

熱中症予防管理者に関する法令違反と懲罰 
熱中症対策を怠った場合は、6 ヶ月以下の懲役または 50 万円以下の罰金が科される

可能性があります。 
熱中症予防管理者講習 
 各所で熱中予防管理者講習が開催されております。受講内容は次のとおりです。 

受講カリキュラム（熱中症予防管理者講習：合計 3.5 時間）  
熱中症の症状 30 分 緊急時の救急処置 15 分 
熱中症の予防方法 2.5 時間 熱中症の事例 15 分 

♦熱中症予防管理者について ♦労務 Q＆A❶❷ 
♦賞与支払届について    （事例：傷病手当金、フレックスタイム制） 
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● 賞与支払届について 

会社が社会保険の被保険者に賞与を支給した場合は、5 日以内に

「被保険者賞与支払届」を事業所が年金事務所に届出することにな

っています。 
既に年金機構に賞与支払い予定月が登録されている場合は、賞与

支払予定月の前月に、賞与支払届を記入する用紙が年金機構から送

られてきます。賞与支払予定月の登録は、新規適用届（事業所が初め

て社保を加入する時）または事業所関係変更（訂正）届により手続きが出来ます。予定

月以外で臨時に発生した場合でも、当然賞与支払届を提出する必要があります。 
保険料額は、実際に支払われた賞与額（税引き前の総支給額）から 1,000 円未満を切

り捨てた額を「標準賞与額」とし、その「標準賞与額」に健康保険・厚生年金保険の保

険料率をかけた額です。保険料は、事業主と被保険者の折半となります。 
標準賞与額の上限は、健康保険では年度の累計額 573 万円（年度は毎年 4 月 1 日から

翌年 3 月 31 日まで）、厚生年金保険は 1 カ月あたり 150 万円とされていますが、同月

内に 2 回以上支給されるときは合算した額で上限額が適用されます。 
賞与にかかる保険料は、毎月の保険料と合算されて賞与支払月の翌月の納入告知書

（口座振替の場合は、納入告知額通知書）で通知されます。 

● 労務Q＆Ａ❶（役員の傷病手当金について） 

Q   役員報酬をもらっている法人役員は傷病手当金が受けられますか？ 
 
A   取締役等の役員も健康保険の被保険者であれば、一般の従業員と同様に、病気や

ケガで働けない場合に傷病手当金を受給する権利があります。役員報酬が支払われ

ない、または減額された場合に、傷病手当金の支給対象となります。 
被保険者 5 人以下の法人役員の場合で労災保険の給付が受けられない場合でも傷

病手当金を使うことができます。 

● 労務Q＆Ａ❷（フレックスタイム制の休憩時間について） 

Q   弊社では全員一斉に午後 0 時から 1 時間休みをとっていますが、フレックスタイ

ム制の社員はコアタイム（労働しなければならない時間帯）が短いと出社してすぐ

に休憩時間になり不便に感じる人がいます。対応策はありますか？ 
 
A   フレックス制を導入する際、労使協定を締結しますが、その協定

事項の一つに「コアタイム（労働しなければならない時間帯）」があ

ります。フレックス制は始業・終業時刻の決定を本人に委ねる仕組

みですが、休憩時間は対象に含まれていません。 
休憩時間をとる時間帯を労働者にゆだねる場合には、各日の休憩時間の長さを定

め、就業規則に記載する対応が必要になります。 
就業規則に「休憩時間は〇時〇分までとする。ただし、業務の都合その他やむを得

ない事情により、これらを繰り上げ、繰り下げることがある」と定めると、時間変更

の主体が使用者側であるため、本人の希望を上司がその都度聞き、上司が改めて時

間帯変更の命令を出すことが手続きの煩雑につながります。 
原則として「フレックスタイム制の社員に関しての休憩時間の決定は本人にゆだ

ねる」旨を明記し、例外的に「業務都合その他やむを得ない事情で労使と相談した

上で変更することがある」ことも付け加えることが本筋だと思われます。 
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